
 

中国の環境関連規制が企業活動にもたらす影響を早期に把握し、リスクに備えるための 

中国における環境規制の最新動向と日系現地法人の対応策 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

１．中国の環境政策と環境関連法規 

（１）環境保護法の改正及びその執行状況  （２）大気汚染に関する規制 
（３）水質汚染に関する規制        （４）土壌汚染に関する規制 
（５）固定廃棄物に関する規制       （６）環境保護税に関する規制 
２．危険化学品の認定及び関連許認可制度 

３. 中国現地法人が克服すべきリスク・課題 

（１）相次ぐ工場の生産制限・停止や閉鎖  （２）調達リスクのコントロール 
（３）会社設立時の留意事項        （４）会社撤退時の留意事項 
４. 各種処罰事例及びその対応策 

（１）行政処罰事例            （２）刑事処罰事例 
（３）信用失墜企業の認定及びその影響 
５. 高まる訴訟リスク 

（１）環境権利侵害訴訟          （２）環境公益訴訟 
６. 環境規制の厳格化に伴うビジネスチャンス 

 

計算書類作成時の入力ミス・転記ミス等を防止・発見するための具体的方法を解説します。 
実際の計算書類を使って、書類間の整合性チェックのポイントを実践的に示します。 
開示書類作成・チェック担当者、内部監査担当者、監査役の方々のご参加をお薦めします。 

～ 

1968 年生まれ。慶応義塾大学商学部卒業。監査法人トーマツ（現・有限責任監査法人トーマツ）にて会計
監査実務に従事し、2004 年に石王丸公認会計士事務所開業。現在は、監査業務のほか、セミナー講師や
執筆活動を行っている。Web 連載中の「〈桃太郎で理解する〉収益認識に関する会計基準」は特に好評。主
著は、「最短で導き出す分配可能額」、「パターン別 計算書類作成うっかりミスの防ぎ方」 (清文社)。 

開催にあたって 

３８，５００円（本体価格 ３５，０００円） 

【開催にあたって】 
中国では、以前は環境問題よりも経済成長や産業発展が優先され、環境規制については、
「ラバースタンプ」と呼ばれる等、重要視されていませんでした。しかし、近年、環境保護・汚染
物排出削減が強化されています。2018 年 1 月には、「環境保護税法」が施行されました。ま
た環境汚染を引き起こした企業等に対して地方政府が損害賠償訴訟を提起する生態環境
損害賠償制度が全国に拡大されました。環境関連規制が現地での企業活動にもたらす影響
について、早期に把握し、リスクに備えることの重要性はますます高まっており、特に製造型企
業にとっては死活問題と言っても過言ではないでしょう。一方で、環境保護関連分野における
需要の高まりや、政府による各種奨励・優遇措置の下で新たなビジネスチャンスの創出が期
待されています。そこで、本セミナーでは、中国法務の現場でご活躍中の中国人弁護士が、
中国における最新の環境規制の概要を解説した上で、環境処罰の執行状況、日本企業の
中国現地法人が克服すべきリスク・課題、及び環境規制の厳格化に伴うビジネスチャンス等
の現地の最新情報にも言及して頂きます。 

２０１９年 １１月 ２７日（水） １３：３０～１６：３０ 

＜講師＞中倫律師事務所  東京オフィス パートナー弁護士 孫  彦 氏 

〔講師ご略歴〕 

2006 年北京大学大学院卒業、2013 年～2014 年ワシントン大学ロースクール客員 
研究員。日本の大手法律事務所にて 10 年以上の実務経験を積み、2018 年 11 月 
から中倫外国法事務弁護士事務所（中倫律師事務所東京オフィス）のパートナー 
就任。M&A、外商投資企業の破産・清算、中国現地法人の不祥事対応や危機 
管理、コーポレートガバナンス等、企業法務全般を取り扱っている。2007 年から 
独立行政法人中小企業基盤整備機構国際化支援アドバイザー／海外販路開拓 
支援アドバイザー。【主な著書・論文】「中国ビジネス法務の基本がよ～くわかる本」 
（秀和システム、2012 年 3 月 15 日、共著）、法務雑誌「国際商事法務」、「NBL」等に 
中国の企業再編、紛争解決等に関する数多くの論文を発表している。 

～中国法務の現場で活躍中の中国人弁護士から最新解説～ 

企業研究会セミナールーム（東京・麹町 

191564-0309  中国における環境規制の最新動向と日系現地法人の対応策 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[公開セミナー・会員研究会]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 セミナー事業グループ 担当／民秋 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 MFPR 麹町ビル 2Ｆ 
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税込・資料代含 

 


